
調査表４－１

市区町村別集計項目（推進体制等）
市区町村数 19

問２－１ 問２－２

問３－１　無 問４－１　無

問３－２　条例名称
問３－２

公布日（西暦）
問３－２

施行日（西暦）

問３－３
現在の
状況

問４－２　計画名称

問４－２

女性活
躍推進
法との
関係

問４－３
計画策
定の
方法

問４－４
現在の
状況

7 18 19 19

17 201 金沢市 ﾀﾞｲﾊﾞｰｼﾃｨ人権政策課 1 2 1 1 金沢市男女共同参画推進条例 2001年12月19日 2002年4月1日
金沢市男女共同参画推進行動計画～かなざ
わ未来 奏でﾌﾟﾗﾝ2023～

2023年4月1日 ～ 2032年3月31日 1 1

17 202 七尾市 人権･男女共同参画室 1 2 1 1 七尾市男女共同参画推進条例 2004年10月1日 2004年10月1日 第4次男女共同参画推進ﾌﾟﾗﾝ 2021年4月 ～ 2031年3月 1 1

17 203 小松市 地域振興課 1 2 1 1 小松市男女共同参画基本条例 2000年9月25日 2000年10月1日 小松市共同参画推進ﾌﾟﾗﾝ 2022年4月1日 ～ 2027年3月31日 1 1

17 204 輪島市 生涯学習課 2 2 2 2 輪島市男女共同参画推進条例 2006年12月28日 2006年12月28日 輪島市男女共同参画行動計画 2022年4月1日 ～ 2027年3月31日 1 1

17 205 珠洲市 市民相談室 1 2 2 1 珠洲市男女共同参画推進条例 2010年3月19日 2010年4月1日 第5次すず男女共同参画ﾌﾟﾗﾝ 2022年6月 ～ 2027年3月 1 1

17 206 加賀市 行政まちづくり課 1 2 1 1 加賀市男女共同参画推進条例 2005年10月1日 2005年10月1日 第4次加賀市男女共同参画ﾌﾟﾗﾝ 2022年4月 ～ 2032年3月 1 1

17 207 羽咋市 総務課 1 2 2 1 羽咋市男女が共に輝く21世紀のまちづくり条例 2001年3月27日 2001年4月1日 第5次羽咋市男女が共に輝くまちづくりﾌﾟﾗﾝ 2022年4月1日 ～ 2026年3月31日 1 1

17 209 かほく市 生涯学習課 2 2 2 1 かほく市男女共同参画推進条例 2006年12月18日 2007年4月1日 第2次かほく市男女共同参画行動計画 2017年9月1日 ～ 2027年3月31日 1 2

17 210 白山市 男女共同･人権推進室 1 1 1 1 白山市男女共同参画推進条例 2008年3月19日 2008年4月1日 第2次白山市男女共同参画行動計画改定版 2022年4月 ～ 2027年3月 1 1

17 211 能美市 企画地域振興課 1 2 2 1 能美市男女共同参画推進条例 2011年3月17日 2011年4月1日 第2次能美市男女共同参画ﾌﾟﾗﾝ 2020年4月 ～ 2029年3月 1 1

17 212 野々市市 市民協働課 1 2 1 1 野々市市男女共同参画推進条例 2004年3月22日 2004年4月1日
野々市市第3次男女共同参画ﾌﾟﾗﾝ(第3次男
女共同参画行動計画)

2022年4月 ～ 2032年3月 1 1

17 324 川北町 社会教育課 2 2 2 1 川北町男女共同参画推進条例 2010年12月13日 2011年1月1日 川北町男女共同参画推進行動計画 2024年4月 ～ 2029年3月 1 1

17 361 津幡町 総務部総務課 1 2 2 1 津幡町男女共同参画推進条例 2010年9月13日 2010年9月13日 津幡町男女共同参画推進ﾌﾟﾗﾝ(第3次) 2023年4月1日 ～ 2033年3月31日 1 1

17 365 内灘町 男女共同参画室 2 1 1 1 内灘町男女共同参画まちづくり条例 2007年12月26日 2008年4月1日 内灘町男女共同参画推進行動計画改定版 2018年4月 ～ 2028年3月 2 1

17 384 志賀町 生涯学習課 2 2 2 1 志賀町男女共同参画推進条例 2005年9月1日 2005年9月1日 第3次志賀町男女共同参画行動計画 2023年4月1日 ～ 2033年3月31日 1 2

17 386 宝達志水町 生涯学習課 2 2 2 1 宝達志水町男女共同参画推進条例 2010年11月30日 2010年11月30日 第4次宝達志水町男女共同参画行動計画 2021年4月1日 ～ 2027年3月31日 1 1

17 407 中能登町 企画情報課 1 2 2 1 中能登町男女共同参画推進条例 2009年3月4日 2009年4月1日 第3期 中能登町男女共同参画行動計画 2021年3月 ～ 2031年3月 1 1

17 461 穴水町 教育委員会事務局 2 2 2 1 穴水町男女共同参画推進条例 2009年3月19日 2009年4月1日 第2次穴水町男女共同参画推進計画 2022年4月1日 ～ 2027年3月31日 2 2

17 463 能登町 教育委員会事務局 2 2 2 1 能登町男女共同参画推進条例 2011年3月18日 2011年4月1日 第3次能登町男女共同参画行動計画 2021年3月 ～ 2026年3月 1 1

＜選択肢回答＞
所属 庁内連絡会議 男女共同参画に関する条例 男女共同参画に関する計画 現在の状況
１　首長部局 １　有 現在の状況 女性活躍推進法の推進計画との関係 １　策定予定有
２　教育委員会 2　無 １　2025年3月末までの制定を目途に検討中 １　一体 2　策定予定無

２　2024年度以降の制定を目途に検討中 2　一体でない
事務所掌 諮問機関 ３　その他 計画の策定方法（総合計画の一部として策定している場合、「問4－2 計画名称」は括弧書きで表記）
１　男女共同参画・女性等を名称に冠した専管課 １　有 4　検討していない １　単独計画として策定
２　１ではない 2　無 2　総合計画の一部として策定
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市町村４－１

http://www.soumu.go.jp/denshijiti/code.html


調査表４－２

市区町村別集計項目（総合的な施設）Ｎｏ．１

単
独

複
合

直
営

指
定
管
理
者

そ
の
他

直
営

指
定
管
理
者

そ
の
他

2 0 2 0 0 1 1 0 0

17 201 金沢市 金沢市女性ｾﾝﾀｰ なし 920-0861 金沢市三社町1番44号 076-223-1265 076-223-6299
https://www4.city.kanazawa.lg.jp/soshikikara
sagasu/kanazawashijoseicenter/gyomuannai
/1/1/7165.html

○ ○ ○

17 202 七尾市

17 203 小松市

17 204 輪島市 輪島市女性ｾﾝﾀｰ 928-0076 輪島市鳳至町石浦町83番地1 0768-22-7620 0768-22-7640 輪島市男女共同参画行動計画 ○

17 205 珠洲市

17 206 加賀市

17 207 羽咋市

17 209 かほく市

17 210 白山市

17 211 能美市

17 212 野々市市

17 324 川北町

17 361 津幡町

17 365 内灘町

17 384 志賀町

17 386 宝達志水町

17 407 中能登町

17 461 穴水町

17 463 能登町

石川県
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調査表４－２

市区町村別集計項目（総合的な施設）Ｎｏ．２　 石川県
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17 201 金沢市 金沢市女性ｾﾝﾀｰ 1948年10月1日 0 5 9,879 ○ ○ ○ ○

17 202 七尾市

17 203 小松市

17 204 輪島市 輪島市女性ｾﾝﾀｰ 1985年9月13日 0 3 3,925 ○ ○ ○ ○

17 205 珠洲市

17 206 加賀市

17 207 羽咋市

17 209 かほく市

17 210 白山市

17 211 能美市

17 212 野々市市

17 324 川北町

17 361 津幡町

17 365 内灘町

17 384 志賀町

17 386 宝達志水町

17 407 中能登町

17 461 穴水町

17 463 能登町
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問６－６　職員数（人）

問６－２　設立年月日

男　女　共　同　参　画　・　女　性　の　た　め　の　総　合　的　な　施　設　　(２０２4　年　4　月　1　日　現　在　で　開　設　済　の　施　設)

問６－７
予算額
（千円）

問６－１　名　　称

問６－８　主　　　　な　　　　事　　　　業

市町村４－２ (2)



調査表４－３

市区町村別集計項目（男女共同参画に関する宣言、首長、自治会長等の状況）　

うち うち うち うち うち
宣

言

年

月

日

宣　　言　　名　　称

宣

言

の

形

態

女
性
市
区
長
数

女
性
副
市
区
長
数

女
性
町
村
長
数

女
性
副
町
村
長
数

女
性
自
治
会
長
数

5 11 0 0.0 13 0 0.0 8 0 0.0 7 0 0.0 4,039 151 3.7

17 201 金沢市 2013年12月16日 金沢市男女共同参画都市宣言 2 1 0 0.0 2 0 0.0 1345 82 6.1

17 202 七尾市 2005年11月26日 七尾市男女共同参画都市宣言 2 1 0 0.0 1 0 0.0 251 1 0.4

17 203 小松市 1998年6月9日 男女共同参画都市宣言 1 1 0 0.0 1 0 0.0 245 3 1.2

17 204 輪島市 1 0 0.0 1 0 0.0 453 33 7.3

17 205 珠洲市 1 0 0.0 1 0 0.0 156 1 0.6

17 206 加賀市 2003年12月15日 加賀市男女共同参画都市宣言 2 1 0 0.0 1 0 0.0 282 6 2.1

17 207 羽咋市 1 0 0.0 1 0 0.0 66 0 0.0

17 209 かほく市 1 0 0.0 1 0 0.0 55 0 0.0

17 210 白山市 2012年12月20日 白山市男女共同参画都市宣言 2 1 0 0.0 2 0 0.0 389 6 1.5

17 211 能美市 1 0 0.0 1 0 0.0 74 1 1.4

17 212 野々市市 1 0 0.0 1 0 0.0 54 5 9.3

17 324 川北町 1 0 0.0 1 0 0.0 21 0 0.0

17 361 津幡町 1 0 0.0 1 0 0.0 86 2 2.3

17 365 内灘町 1 0 0.0 1 0 0.0 17 0 0.0

17 384 志賀町 1 0 0.0 1 0 0.0 136 2 1.5

17 386 宝達志水町 1 0 0.0 1 0 0.0 52 0 0.0

17 407 中能登町 1 0 0.0 0 0 44 1 2.3

17 461 穴水町 1 0 0.0 1 0 0.0 120 4 3.3

17 463 能登町 1 0 0.0 1 0 0.0 193 4 2.1

＜選択肢回答＞
男女共同参画に関する宣言
　宣言の形態

１　首長声明
２　議会の議決
３　庁内連絡会議の決定
４　その他

石川県

男 女 共 同 参 画 に 関 す る 宣 言 問５　首　　長　、　自　　治　　会　　長　　等　　の　　状　　況　（２０２４年７月１日現在）
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市町村４－３

http://www.soumu.go.jp/denshijiti/code.html


調査表４－４

市区町村別集計項目（審議会委員への女性の登用）No1

1 2 その他

女理 女理うち うち うち うち うち うち うち うち

を
含
む
数

女
性
委
員

等
数

女
性
委
員

を
含
む
数

女
性
委
員

等
数

女
性
委
員

を
含
む
数

女
性
委
員

等
数

女
性
委
員

数女
性
委
員

数女
性
委
員

739 654 8,485 2,698 31.8 480 430 5,854 1,731 29.6 105 62 591 109 18.4 462 58 12.6 481 58 12.1

小計 479 429 5,824 1,714 29.4 103 61 585 107 18.3

17 201 金沢市 0.0 2025年3月
40%以上60%
以下

97 94 1,119 377 33.7
附属機関及び審議会

61 60 792 256 32.3 6 3 48 7 14.6 49 5 10.2 50 5 10.0 1 1 1

17 202 七尾市 40.0 2030年4月 67 62 902 332 36.8
地方自治法(第202条の3)に基づいて設置されている審議会等規則要
綱等により設置されている審議会 32 30 484 156 32.2 6 4 39 6 15.4 50 6 12.0 51 6 11.8 1 1 1

17 203 小松市 50.0 2027年3月 60 56 873 355 40.7 法律､条例､規則､要綱により設置されている審議会､協議会等 17 15 264 82 31.1 6 5 31 9 29.0 25 6 24.0 26 6 23.1 1 1 1

17 204 輪島市 30.0 2027年3月 24 22 254 74 29.1
地方自治法(第202条の3)に基づいて設置されている審議会等規則要
綱等により設置されている審議会 18 13 154 44 28.6 26 1 3.8 27 1 3.7 2 2027年3月31日 2 2024年9月1日

17 205 珠洲市 0 0 0 0 21 18 281 47 16.7 5 3 35 4 11.4 38 1 2.6 39 1 2.6 1 1 1

17 206 加賀市 0.0
2032年3月ま
でに40%以上

46 41 478 142 29.7
地方自治法(第202条の3)に基づき､法律もしくはこれに基づく政令又は
条例の定めるところにより設置されている審議会等 40 37 448 133 29.7 6 4 31 9 29.0 20 4 20.0 21 4 19.0 1 1 1

17 207 羽咋市 40.0 2026年3月 39 34 561 139 24.8 法律､法令､条例､規則､要綱により設置されている審議会等 12 12 274 53 19.3 5 2 26 3 11.5 21 2 9.5 22 2 9.1 1 1 1

17 209 かほく市 30.0 2027年3月 36 29 317 81 25.6 地方自治法(第202条の3)､(第180条の5)に該当する審議会等数 30 25 289 75 26.0 6 4 28 6 21.4 20 3 15.0 21 3 14.3 1 2 2024年6月1日 2 2024年6月1日

17 210 白山市 40.0 2027年3月 96 84 983 344 35.0
地方自治法第202条の3に基づく審議会等及び規則･要綱等に設置さ
れている審議会等 38 34 436 146 33.5 6 5 35 11 31.4 35 3 8.6 36 3 8.3 1 1 1

17 211 能美市 50.0 2029年3月 34 31 497 193 38.8
地方自治法(第202条の3)または地方自治法(第180条の5)に基づ く審
議会･委員会等 26 24 407 162 39.8 6 4 31 7 22.6 17 2 11.8 18 2 11.1 2 2024年9月1日 2 2024年9月1日 2 2024年9月1日

17 212 野々市市 40.0 2032年3月 33 30 320 105 32.8 法律または政令により設置されている審議会等 27 25 294 97 33.0 6 5 27 8 29.6 20 7 35.0 21 7 33.3 1 1 1

17 324 川北町 1 1 8 2 25.0 10 8 94 37 39.4 6 1 32 2 6.3 17 2 11.8 18 2 11.1 1 1 1

17 361 津幡町 40.0 2033年3月 40～60% 28 24 379 87 23.0
法律により設置されている委員会等､法律または政令･条例により設置
されている審議会等 22 20 352 81 23.0 6 4 27 6 22.2 20 3 15.0 21 3 14.3 1 1 1

17 365 内灘町 40.0 2025年3月 48 42 474 141 29.7
法律､政令､条例､規則､要綱､規程により設置されている審議会､委員
会等 24 22 252 75 29.8 6 4 28 6 21.4 20 2 10.0 21 2 9.5 1 1 1

17 384 志賀町 40.0 2033年3月 15 13 178 42 23.6 地方自治法(第202条の3)に基づく審議会等 21 16 209 46 22.0 5 1 26 2 7.7 20 1 5.0 21 1 4.8 1 1 1

17 386 宝達志水町 37.0 2027年3月 20 18 209 63 30.1
法律またはこれに基づく条例の定めるところにより設置されている審議
会等 20 18 209 63 30.1 5 3 25 4 16.0 24 2 8.3 25 2 8.0 1 1 1

17 407 中能登町 40.0 2026年3月 20 17 192 63 32.8 20 17 193 63 32.6 5 3 41 4 9.8 15 4 26.7 16 4 25.0 1 1 1

17 461 穴水町 30.0 2027年3月 55 39 508 98 19.3 全て 26 22 205 48 23.4 6 2 29 3 10.3 12 3 25.0 13 3 23.1 1 1 1

17 463 能登町 30.0 2026年3月 20 17 233 60 25.8 地方自治法(第180条の5･第202条の3)に基づく審議会等 14 13 187 50 26.7 6 4 46 10 21.7 13 1 7.7 14 1 7.1 1 1 1
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議(会長を含む)

問９－１
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問１０　地方自治法(第180条の５）に基
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目標設定の対象である審議会等の目標及び現状値

問８－１

その他

調査時点コード

その他

問８－２　目標設定の対象である審議会等の範囲

総
委
員
数

問９　地方自治法（第202条の３）に基
づく審議会等における登用状況

審
議
会
等
数

総
委
員
数

女
性
比
率

（％）

総
委
員
数

女
性
比
率

（％）

問８　目標設
定の対象であ
る審議会等の
目標及び現状

値 その他

問９　地方自
治法（第202条
の３）に基づく
審議会等にお
ける登用状況

問１０　地方自
治法(第180条
の５）に基づく
委員会等にお
ける登用状況

市町村４－４



調査表４－４

市区町村別集計項目（審議会委員への女性の登用）No2（広域圏で設置している審議会等）

　女理 　女理うち うち うち うち うち うち うち うち

を
含
む
数

女
性
委
員

等
数

女
性
委
員

を
含
む
数

女
性
委
員

等
数

女
性
委
員

を
含
む
数

女
性
委
員

等
数

女
性
委
員

数女
性
委
員

数女
性
委
員

1 1 30 17 56.7 2 1 6 2 33.3

金沢市 0 0 0 0 0.0 0 0 0 0 0.0

七尾市 0 0 0 0 0.0 0 0 0 0 0.0

小松市 0 0 0 0 0.0 1 0 3 0 0.0

輪島市 0 0 0 0 0.0

珠洲市 0 0 0 0 0.0 1 1 3 2 66.7

加賀市 0 0 0 0 0.0 0 0 0 0 0.0

羽咋市 0 0 0 0 0.0 0 0 0 0 0.0

かほく市 0 0 0 0 0.0 0 0 0 0 0.0

白山市 0 0 0 0 0.0 0 0 0 0 0.0

能美市 1 1 30 17 56.7 0 0 0 0 0.0

野々市市 0 0 0 0 0.0 0 0 0 0 0.0

川北町 0 0 0 0 0.0 0 0 0 0 0.0

津幡町 0 0 0 0 0.0 0 0 0 0 0.0

内灘町 0 0 0 0 0.0 0 0 0 0 0.0

志賀町 0 0 0 0 0.0 0 0 0 0 0.0

宝達志水町 0 0 0 0 0.0 0 0 0 0 0.0

中能登町 0 0 0 0 0.0 0 0 0 0 0.0

穴水町 0 0 0 0 0.0 0 0 0 0 0.0

能登町 0 0 0 0 0.0 0 0 0 0 0.0

女
性
比
率

（％）

石川県

都

道

府

県

コ

ー

ド

市

区

町

村

コ

ー

ド

市

区

町

村

名

目標設定の対象である審議会等の目標及び現状値
目標設定の対象である審議会等の

範囲
問９　地方自治法（第202条の３）に基

づく審議会等における登用状況

総
委
員
数

女
性
比
率

（％）

総
委
員
数

（再掲）
　　市町村防災会議
       (会長を含む)

目
標
値

（％）

目
標
年
度

審
議
会
等
数

総
委
員
数

女
性
比
率

（％）

審
議
会
等
数

総
委
員
数

女
性
比
率

（％）

問１０　地方自治法(第180条の５）に基
づく委員会等における登用状況

（再掲）
　　市町村防災会議
        (委員のみ）

女
性
比
率

（％）

委
員
会
等
数

総
委
員
数

市町村４－４ (2)



調査表４－４

市区町村別集計項目（女性公務員の登用）

1 2

うち

うち うち うち うち うち うち うち

管
理
職
数

女
性

うち
女理
性職
管数

女
性
数

うち
女
性
数

女
性
数

うち
女
性
数

女
性
数

うち
女
性
数

女
性
数

うち
女
性
数

女
性
数

うち
女
性
数

女
性
数

1,198 295 24.6 809 175 21.6 214 32 15.0 118 18 15.3 114 26 22.8 67 13 19.4 870 237 27.2 624 144 23.1 1,627 614 37.7 1,138 388 34.1 2,174 1,017 46.8 1,254 557 44.4 115 13 11.3 26 0 0.0

17 201 金沢市 270 46 17.0 175 23 13.1 23 2 8.7 17 0 0.0 54 8 14.8 29 4 13.8 193 36 18.7 129 19 14.7 409 97 23.7 231 45 19.5 889 314 35.3 451 155 34.4 1 12 0 0.0 5 0 0.0 1

17 202 七尾市 117 29 24.8 40 2 5.0 39 2 5.1 8 0 0.0 13 5 38.5 2 0 0.0 65 22 33.8 30 2 6.7 243 87 35.8 149 47 31.5 189 112 59.3 84 43 51.2 1 7 0 0.0 2 0 0.0 1

17 203 小松市 148 37 25.0 76 19 25.0 42 8 19.0 15 3 20.0 8 4 50.0 5 3 60.0 98 25 25.5 56 13 23.2 106 36 34.0 56 11 19.6 230 130 56.5 130 67 51.5 1 5 0 0.0 2 0 0.0 1

17 204 輪島市

17 205 珠洲市 24 5 20.8 23 5 21.7 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 24 5 20.8 23 5 21.7 31 12 38.7 25 8 32.0 38 13 34.2 33 11 33.3 1 3 0 0.0 1 0 0.0 1

17 206 加賀市 174 62 35.6 110 33 30.0 38 6 15.8 14 1 7.1 9 3 33.3 6 0 0.0 127 53 41.7 90 32 35.6 102 37 36.3 102 37 36.3 115 63 54.8 70 30 42.9 1 6 1 16.7 3 0 0.0 1

17 207 羽咋市 26 7 26.9 24 7 29.2 4 2 50.0 4 2 50.0 0 0 0.0 0 0 0.0 22 5 22.7 20 5 25.0 42 20 47.6 28 11 39.3 52 24 46.2 38 14 36.8 1 3 0 0.0 0 0 0.0 1

17 209 かほく市 34 4 11.8 28 4 14.3 7 0 0.0 6 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 27 4 14.8 22 4 18.2 38 18 47.4 28 11 39.3 36 12 33.3 24 11 45.8 1 12 3 25.0 2 0 0.0 1

17 210 白山市 104 34 32.7 93 31 33.3 13 5 38.5 12 5 41.7 12 2 16.7 11 2 18.2 79 27 34.2 70 24 34.3 208 96 46.2 170 74 43.5 105 68 64.8 75 49 65.3 1 9 0 0.0 1 0 0.0 1

17 211 能美市 53 13 24.5 43 13 30.2 13 4 30.8 12 4 33.3 12 4 33.3 11 4 36.4 28 5 17.9 20 5 25.0 72 41 56.9 68 41 60.3 103 68 66.0 91 68 74.7 1 5 1 20.0 1 0 0.0 1

17 212 野々市市 40 14 35.0 32 9 28.1 6 1 16.7 6 1 16.7 5 0 0.0 3 0 0.0 29 13 44.8 23 8 34.8 40 23 57.5 30 16 53.3 50 23 46.0 34 11 32.4 1 4 0 0.0 0 0 0.0 1

17 324 川北町 11 3 27.3 9 2 22.2 9 2 22.2 8 2 25.0 0 0 0.0 0 0 0.0 2 1 50.0 1 0 0.0 18 10 55.6 18 10 55.6 5 1 20.0 5 1 20.0 1 8 3 37.5 1 0 0.0 1

17 361 津幡町 46 7 15.2 34 6 17.6 9 0 0.0 7 0 0.0 1 0 0.0 0 0 0.0 36 7 19.4 27 6 22.2 42 22 52.4 24 9 37.5 65 24 36.9 51 22 43.1 1 6 1 16.7 2 0 0.0 1

17 365 内灘町 30 7 23.3 24 5 20.8 9 0 0.0 7 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 21 7 33.3 17 5 29.4 31 15 48.4 14 4 28.6 47 20 42.6 23 11 47.8 1 2 0 0.0 1 0 0.0 1

17 384 志賀町 46 4 8.7 35 1 2.9 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 46 4 8.7 35 1 2.9 67 26 38.8 46 12 26.1 47 34 72.3 10 4 40.0 1 5 0 0.0 2 0 0.0 1

17 386 宝達志水町 17 3 17.6 15 2 13.3 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 17 3 17.6 15 2 13.3 22 10 45.5 19 8 42.1 24 13 54.2 22 11 50.0 1 6 1 16.7 1 0 0.0 1

17 407 中能登町 24 9 37.5 19 4 21.1 2 0 0.0 2 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 22 9 40.9 17 4 23.5 46 21 45.7 39 14 35.9 88 54 61.4 53 23 43.4 1 2 0 0.0 0 0 0.0 1

17 461 穴水町 17 8 47.1 14 6 42.9 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 17 8 47.1 14 6 42.9 20 12 60.0 16 8 50.0 43 22 51.2 31 15 48.4 1 15 2 13.3 2 0 0.0 1

17 463 能登町 17 3 17.6 15 3 20.0 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 0 0 0.0 17 3 17.6 15 3 20.0 90 31 34.4 75 22 29.3 48 22 45.8 29 11 37.9 1 5 1 20.0 0 0 0.0 1

問１１－５

調

査

時

点

コ

ー

ド

その他その他

調

査

時

点

コ

ー

ド

問１１－２ 問１１－５　本庁の防災・危機管理部局への配置状況

うち管理職数

女
性
比
率

（％）

女
性
比
率

（％）

部
局
職
員
数

防
災
・
危
機
管
理

女
性
数

うち一般行政職

管
理
職
総
数

うち一般行政職

部
局
長
相
当
職

部
局
長
相
当
職

次
長
相
当
職

都

道

府

県

コ

ー

ド

市

区

町

村

コ

ー

ド

市

区

町

村

名

女
性
比
率

（％）

うち一般行政職

課
長
補
佐
相
当
職

女
性
比
率

（％）

うち一般行政職

女
性
比
率

（％）

女
性
比
率

（％）

うち一般行政職

課
長
相
当
職

女
性
比
率

（％）

管
理
職
総
数

次
長
相
当
職

女
性
比
率

（％）

課
長
相
当
職

問１１－１　管理職の在職状況 問１１－２　職務上の地位別職員在職状況

女
性
比
率

（％）

女
性
比
率

（％）

女
性
比
率

（％）

女
性
比
率

係
長
相
当
職

課
長
補
佐
相
当
職

うち一般行政職

係
長
相
当
職

女
性
比
率

（％）

女
性
比
率

（％）

調査時点コード 2024年4月1日 その他

石川県

市町村４－４（3）



調査表４－５

市区町村別集計項目（地方自治体職員の通称使用・市区町村議会の議員の両立支援体制に関する調査）

議会関係は2024年7月1日（その他2024年4月1日）

問１２－１ 問１２－２ 問１２－３ 問１２－４ 問１２－６

１．明記した規定
があり、認めて
いる。
２．明記した規定
はないが、運用
上認めている。
３．明記した規定
がなく、運用上も
認めていない。
４．明記した規定
がなく、過去に使
用した事例も判
断したこともな
い。

左記で、１．を選択した場合
該当部分の条文（本文）を記入してください。

議　　会　　名

１．明記した規
定がある。
２．明記した規
定はないが、
運用上認めて
いる。
３．明記した規
定がなく、運
用上も認めて
いない。
４．明記した規
定がなく、過
去に事例がな
い。

１．労働基準
法65条の産前
産後期間より
も短い。
２．労働基準
法65条の産前
産後期間と同
等。
３．労働基準
法65条の産前
産後期間より
も長い。
４．期間の定
めはない。

１．産前産後期間
を明記した規定が
ある。
２．産前産後期間
を明記した規定は
ない。

１．あり
２．なし
３．その他 その他

具体例

配偶者
の

出産
育児

家族の
看護

家族の
介護

疾病 その他

7 1の合計 18 0 17 1 18 18 18 18 18 8

5 2の合計 0 13 1 16 0 0 0 0 0 0

3 3の合計 0 3 1 0 0 0 0 0 0

3 4の合計 0 2 0 0 0 0 0 0

1 201 金沢市 1

金沢市職員旧姓使用取扱要綱

第2条 職員は､任命権者の承認を受けて､次の各号に掲げる文書等を除いて､旧姓を使用す
ることができる｡ 
(1) 職員の身分関係に関する文書等で､法令等に基づく事務処理等に与える影響が大きいも
の 
(2) 公権力の行使に関わる文書 
(3) 前2号に掲げるもののほか､職務遂行上又は事務処理上誤解や混乱を生じさせるおそれ
のある文書

金沢市議会 1 3 1

金沢市議会会議規則(昭和38年議会規則第1号)

第2条第2項 
議員は､出産のため出席できないときは､出産予定日の8週間(多胎妊娠の場合にあっては､14週
間)前の日から当該出産の日後8週間を経過する日までの範囲内において､その期間を明らかにし
て､あらかじめ議長に欠席届を提出することができる｡

2 1 1 1 1 1

1 202 七尾市 2 七尾市議会 1 2 1

七尾市議会会議規則

(欠席の届出) 
第2条 議員は､公務､疾病､育児､看護､介護､配偶者の出産補助その他のやむを得ない事由のた
め出席できないときは､その理由を付け､当日の開議時刻までに議長に届け出なければならない｡ 
2 議員は､出産のため出席できないときは､出産予定日の6週間(多胎妊娠の場合にあっては､14週
間)前の日から当該出産の日後8週間を経過する日までの範囲内において､その期間を明らかにし
て､あらかじめ議長に欠席届を提出することができる｡

3

報酬減
額の適
用除外

1 1 1 1 1 1

1 203 小松市 1

小松市職員旧姓使用取扱要綱

第2条 職員は,専ら職員の間で使用している文書等で,法令又は条例等の規定に反するおそ
れがなく,かつ,職務遂行上又は事務処理上誤解や混乱を招くおそれのないものにおいて,旧
姓を使用することができる｡

小松市議会 1 2 1

小松市議会会議規則

第2条第2項 議員は,出産のため出席できないときは,出産予定日の6週間(多胎妊娠の場合にあっ
ては14週間)前の日から当該出産の日後8週間を経過するまでの範囲内において､その期間を明ら
かにして,あらかじめ議長に欠席届を提出することができる｡

2 1 1 1 1 1 1

1 204 輪島市

1 205 珠洲市 2 珠洲市議会 1 2 1

珠洲市議会会議規則

第91条 
2 委員は､出産のため出席できないときは､出産予定日の6週間(多胎妊娠の場合にあっては､14週
間)前の日から当該出産の日後8週間を経過する日までの範囲内において､その期間を明らかにし
て､あらかじめ委員長に欠席届を提出することができる｡

2 1 1 1 1 1 1

1 206 加賀市 2 加賀市議会 1 3 1

加賀市議会会議規則

第2条第2項 議員は､出産のため出席できないときは､出産予定日の8週間(多胎妊娠の場合にあっ
ては､14週間)前の日から当該出産の日後8週間を経過する日までの範囲内において､その期間を
明らかにして､あらかじめ議長に欠席届を提出することができる｡

2 1 1 1 1 1

1 207 羽咋市 1

羽咋市職員の旧姓使用に関する要綱

(趣旨) 
第1 条 この要綱は､羽咋市職員(臨時及び非常勤の職員を除く｡以下｢職員｣という｡)が婚姻､
養子縁組その他の事由(以下｢婚姻等｣という｡)により戸籍上の氏を改めた後も､引き続き従
前の氏(以下｢旧姓｣という｡)を使用することに関し､必要な事項を定めるものとする｡

石川県羽咋市議会 1 2 1

羽咋市議会会議規則

第2条  
2 議員は､出産のため出席できないときは､出産予定日の6週間(多胎妊娠の場合にあっては､14週
間)前の日から当該出産の日後8週間を経過する日までの範囲内において､その期間を明らかにし
て､あらかじめ議長に欠席届を提出することができる｡

2 1 1 1 1 1 1

1 209 かほく市 2 かほく市議会 1 2 1

かほく市議会会議規則

(欠席の届出) 
 
第2条 議員は､公務､疾病､育児､看護､介護､配偶者の出産補助その他のやむを得ない事由のた
め出席できないときは､その理由を付け､当日の開議時刻までに議長に届け出なければならない｡ 
 
2 議員は､出産のため出席できないときは､出産予定日の6週間(多胎妊娠の場合にあっては､14週
間)前の日から当該出産の日後8週間を経過する日までの範囲内において､その期間を明らかにし
て､あらかじめ議長に欠席届を提出することができる｡

2 1 1 1 1 1

1 210 白山市 2 白山市議会 1 3 1

白山市議会会議規則

第2条 2 議員は､出産のため出席できないときは､出産予定日の8週間前(多胎妊娠の場合にあっ
ては､14週間前｡以下この項において同じ｡)の日から当該出産の日後8週間を経過する日までの範
囲内において､その期間を明らかにして､あらかじめ議長に欠席届を提出することができる｡ただし､
妊娠中の議員の出席が母体又は胎児の健康保持に悪影響を及ぼすおそれがある場合は､欠席す
る日が出産予定日の8週間前の日以降でない場合であっても､あらかじめ議長に欠席届を提出す
ることができる｡

1

白山市議会議員の議員報酬等の特例に関する条例

第4条 議員が市議会の会議等を長期欠席した場合における議員報酬の額は､議員報酬等
条例第2条の規定にかかわらず､同条例別表に掲げる議員報酬の額に100分の60を乗じて
得た額を当該議員報酬の額から減じた額とする｡ 1 1 1 1 1 1

1 211 能美市 1

能美市職員の旧姓使用に関する要綱

第1条 この要綱は､能美市一般職の職員(臨時的任用職員を除く｡以下､｢職員｣という｡)が婚
姻､養子縁組その他の事由(以下｢婚姻等｣という｡)によって戸籍上の氏を改めた後も､引き続
き婚姻等の前の戸籍上の氏(以下､｢旧姓｣という｡)を文書等に使用することに関して必要な
事項を定めるものとする｡

能美市議会 1 2 1

能美市議会会議規則

(欠席の届出) 第2条 議員は､公務､疾病､育児､看護､介護､配偶者の出産補助その他のやむを得
ない事由のため出席できないときは､その理由を付け､当日の開議時刻までに議長に届け出なけ
ればならない｡ 2 議員は､出産のため出席できないときは､出産予定日の6週間(多胎妊娠の場合
にあっては､14週間)前の日から当該出産の日後8週間を経過する日までの範囲内において､その
期間を明らかにして､あらかじめ議長に欠席届を提出することができる｡

2 1 1 1 1 1 1

問１で１．を選択し
た場合、出産に係
る産前産後期間
の明記はあるか。

調査時点

問１１－３及び４　職員の通称又は旧姓の使用を認めていますか。

市　　　区　　　町　　　村　　　議　　　会　　　の　　　議　　　員　　　の　　　両　　　立　　　支　　　援　　　体　　　制　　　に　　　関　　　す　　　る　　　調　　　査　

議員の出産を
欠席事由とし
て明記した規
定（産休を含
む）があるか。

都

道

府

県

コ

ー

ド

市

区

町

村

コ

ー

ド

市

区

町

村

名

議員の仕事と生活の両立の観点からの欠席事由について、以
下の事由について１～４のいずれか一つに○をつけてくださ
い。
１．個別の各事由を明記した規定がある。
２．個別の各事由を明記した規定はないが、解釈又は運用上
認めている。
３．個別の各事由を明記した規定がなく、解釈又は運用上も認
めていない。
４．個別の各事由を明記した規定がなく、過去に事例がない。
（２及び３の場合を除く。）

問１２－７問１２－５

問３で１．を選択した場合
該当部分の条文（本文）を記入してください。

問５で１．を選択した場合
該当部分の条文（本文）を記入してください。

問１で１．を選択した場
合、休暇期間の報酬に
ついて減額の規定は
あるか。

問１で１．を選
択した場合、
取得すること
が可能な休業
期間は、次の
うちどれか。

石川県

市町村４－５



問１２－１ 問１２－２ 問１２－３ 問１２－４ 問１２－６

１．明記した規定
があり、認めて
いる。
２．明記した規定
はないが、運用
上認めている。
３．明記した規定
がなく、運用上も
認めていない。
４．明記した規定
がなく、過去に使
用した事例も判
断したこともな
い。

左記で、１．を選択した場合
該当部分の条文（本文）を記入してください。

議　　会　　名

１．明記した規
定がある。
２．明記した規
定はないが、
運用上認めて
いる。
３．明記した規
定がなく、運
用上も認めて
いない。
４．明記した規
定がなく、過
去に事例がな
い。

１．労働基準
法65条の産前
産後期間より
も短い。
２．労働基準
法65条の産前
産後期間と同
等。
３．労働基準
法65条の産前
産後期間より
も長い。
４．期間の定
めはない。

１．産前産後期間
を明記した規定が
ある。
２．産前産後期間
を明記した規定は
ない。

１．あり
２．なし
３．その他 その他

具体例

配偶者
の

出産
育児

家族の
看護

家族の
介護

疾病 その他

問１で１．を選択し
た場合、出産に係
る産前産後期間
の明記はあるか。

問１１－３及び４　職員の通称又は旧姓の使用を認めていますか。

市　　　区　　　町　　　村　　　議　　　会　　　の　　　議　　　員　　　の　　　両　　　立　　　支　　　援　　　体　　　制　　　に　　　関　　　す　　　る　　　調　　　査　

議員の出産を
欠席事由とし
て明記した規
定（産休を含
む）があるか。

都

道

府

県

コ

ー

ド

市

区

町

村

コ

ー

ド

市

区

町

村

名

議員の仕事と生活の両立の観点からの欠席事由について、以
下の事由について１～４のいずれか一つに○をつけてくださ
い。
１．個別の各事由を明記した規定がある。
２．個別の各事由を明記した規定はないが、解釈又は運用上
認めている。
３．個別の各事由を明記した規定がなく、解釈又は運用上も認
めていない。
４．個別の各事由を明記した規定がなく、過去に事例がない。
（２及び３の場合を除く。）

問１２－７問１２－５

問３で１．を選択した場合
該当部分の条文（本文）を記入してください。

問５で１．を選択した場合
該当部分の条文（本文）を記入してください。

問１で１．を選択した場
合、休暇期間の報酬に
ついて減額の規定は
あるか。

問１で１．を選
択した場合、
取得すること
が可能な休業
期間は、次の
うちどれか。

1 212 野々市市 3 野々市市議会 1 2 1

野々市市議会会議規則

第2条 議員は､公務､疾病､育児､看護､介護､配偶者の出産補助その他のやむを得ない事由のた
め出席できないときは､その理由を付け､当日の開議時刻までに議長に届け出なければならない｡ 
2 議員は､出産のため出席できないときは､出産予定日の6週間(多胎妊娠の場合にあっては､14週
間)前の日から当該出産の日後8週間を経過する日までの範囲内において､その期間を明らかにし
て､あらかじめ議長に欠席届を提出することができる｡

2 1 1 1 1 1 1

1 324 川北町 4 川北町議会 1 2 1

川北町議会 会議規則

第二条 議員は､公務､傷病､出産､育児､看護､介護､配偶者の出産補助その他のやむを得ない事
由のため出席できないときは､その理由を付け､当日の開議時刻までに議長に届け出なければな
らない｡ 
 
2 前項の規定にかかわらず､議員が出産のため出席できないときは､出産予定日の六週間(多胎妊
娠の場合にあっては､十四週間)前の日から該当出産の日後八週間を経過する日までの範囲内に
おいて､その期間を明らかにして､あらかじめ議長に欠席届を提出することができる｡

2 1 1 1 1 1 1

1 361 津幡町 4 津幡町議会 1 2 1

津幡町議会会議規則

(欠席の届出) 
第2条 議員は､公務､傷病､出産､育児､看護､介護､配偶者の出産補助そのほかのやむを得ない事
由のため出席できないときは､その理由を付け､当日の開議時刻までに議長に届け出なければな
らない｡

2 1 1 1 1 1

1 365 内灘町 3 内灘町議会 1 2 1

内灘町議会会議規則

(欠席の届出)第2条 
2 前項の規定にかかわらず､議員が出産のため出席できないときは､出産予定日の六週間(多胎妊
娠の場合にあっては､十四週間)前の日から当該出産の日後八週間を経過する日までの範囲内に
おいて､その期間を明らかにして､あらかじめ議長に欠席届を提出することができる｡

2 1 1 1 1 1

1 384 志賀町 1

志賀町職員の旧姓使用に関する要綱

(趣旨)第1条 この訓令は､婚姻､養子縁組その他の事由(以下｢婚姻等｣という｡)によって戸籍
上の氏を改めた職員が､改姓前の氏(以下｢旧姓｣という｡)を職場において使用することに関
し､必要な事項を定めるものとする｡ 
(適用職員)第2条 この訓令は､地方公務員法(昭和25年法律第261号)第3条第2項に定める
一般職に属する職員(以下｢職員｣という｡)に適用する｡ただし､臨時的に任用される職員につ
いては､この限りではない｡ 
(旧姓の使用)第3条 旧姓を使用することができる文書等は､旧姓を使用しても法令等に抵触
するおそれがなく､かつ､職務遂行上支障がないと認められる文書等とし､おおむね別表1に
掲げる基準に該当するものとする｡ 
2 別表第2に掲げる基準に該当する文書等には､旧姓を使用することができない｡ 
(旧姓使用の申請)第4条 職員は文書等に旧姓を使用しようとするときは､旧姓使用申請書
(様式第1号)を所属長を経て任命権者に提出し､その承認を受けなければならない｡ 
(承認の通知)第5条 任命権者は､前条の規定による申請を承認したときは､旧姓使用承認通
知書(様式第2号)により､その旨を所属長を経て当該職員に通知しなければならない｡

志賀町議会 1 2 1

志賀町議会会議規則

(欠席の届出)第2条 議員は､公務､傷病､出産､育児､看護､介護､配偶者の出産補助その他のやむ
を得ない事由のため出席できないときは､その理由を付け､当日の会議時刻までに､議長に届け出
なければならない｡ 
2 前項の規定にかかわらず､議員が出産のため出席できないときは､出産予定日の6週間(多胎妊
婦の場合にあっては､14週間)前の日から当該出産の日後8週間を経過する日までの範囲内にお
いて､その期間を明らかにして､あらかじめ議長に欠席届を提出することができる｡

2 1 1 1 1 1

1 386 宝達志水町 1

宝達志水町職員旧姓使用取扱要綱

(趣旨) 
第1条 この訓令は､宝達志水町職員(会計年度任用職員を除く｡以下｢職員｣という｡)が婚姻､
養子縁組その他の事由(以下｢婚姻等｣という｡)によって戸籍上の氏を改めた後も､引き続き
婚姻等の前の戸籍上の氏(以下｢旧姓｣という｡)を文書等に使用することに関し､必要な事項
を定めるものとする｡

宝達志水町議会 1 4 1

宝達志水町議会会議規則

第2条第2項 前項の規定にかかわらず､議員が出産のため出席できないときは､出産予定日の6週
間(多胎妊娠の場合にあっては､14週間)前の日から当該出産の日後8週間を経過する日までの範
囲内において､その期間を明らかにして､あらかじめ議長に欠席届を提出することができる｡

2 1 1 1 1 1

1 407 中能登町 1

中能登町職員の旧姓使用に関する要綱

第1条 この要綱は､職員が婚姻､養子縁組その他の事由(以下｢婚姻等｣という｡)によって戸籍
上の氏を改めた後も､引き続き婚姻等の前の戸籍上の氏(以下｢旧姓｣という｡)を文書等に使
用することに関して必要な事項を定めるものとする｡

中能登町議会 1 2 1

中能登町議会会則規則

第2条(略) 
2 前項の規定にかかわらず､議員が出産のため出席できないときは､出産予定日の出産予定日の
6週間(多胎妊娠の場合にあつては､14週間)前の日から当該出産の日後8週間を経過する日まで
の範囲内において､その期間を明らかにして､あらかじめ議長に欠席届を提出することができる｡

2 1 1 1 1 1

1 461 穴水町 4 穴水町議会 1 4 2 2 1 1 1 1 1

1 463 能登町 3 能登町議会 1 2 1

能登町議会会議規則

第2条 議員は､公務､傷病､出産､育児､看護､介護､配偶者の出産補助その他のやむを得ない理由
のため出席できないときは､その理由を付け､当日の開議時刻までに議長に届け出なければならな
い｡ 
2 前項の規定にかかわらず､議員が出産のため出席できないときは､出産予定日の6週間(多胎妊
娠の場合にあっては､14週間)前の日から当該出産の日後8週間を経過する日までの範囲内にお
いて､その期間を明らかにして､あらかじめ議長に欠席届を提出することができる｡

2 1 1 1 1 1

市町村４－５



調査表４－５

市区町村別集計項目（市区町村議会の議員の両立支援体制に関する調査） 石川県

議会関係は2024年7月1日（その他2024年4月1日）

問１２－８ 問１２－９ 問１２－１０ 問１２－１２ 問１２－１３ 問１２－１４ 問１２－１５ 問１２－１６ 問１２－１７ 問１２－１８ 問１３ 問１３－１

１．人員及び
場所の設置ま
たは提供がさ
れている。（臨
時のものも含
む）
２．保育に必
要な場所の設
置または提供
がされてい
る。（臨時のも
のも含む）
３．設置また
は提供する予
定である。
４．なし

１．専用の場
所が設置され
ている。（常
設）
２．授乳等に
必要な場所の
設置または提
供がされてい
る。（臨時のも
のも含む）
３．設置また
は提供する予
定である。
４．なし

１．行ってい
る。
２．行っていな
いが、今後、取
り組む予定で
ある。
３．行っておら
ず、今後、取り
組む予定もな
い。

１
．
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
防
止
に
関
す
る
規
定

(

倫
理
規
定
等

)

が
あ
る

２
．
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
に
関
す
る
議
員
向
け
相

談
窓
口
を
設
置
し
て
い
る

３
．
そ
の
他

その他内容

１．行っている。
２．行っていな
いが、今後、行
う予定である。
３．行っておら
ず、今後、行う
予定もない。

１．研修におい
て利用してい
る。
２．研修におい
て利用していな
い又は現在は研
修を行っていな
いが、今後行う
研修で利用予定
である。
 ３．研修におい
て利用していな
い又は現在は研
修を行っておら
す、今後行う研
修で利用する予
定もない。

１．行っている。
２．行っていない
が、今後、取り組
む予定である。
３．行っておらず、
今後、取り組む予
定もない。

１．明記した規
定があり、認め
ている。
２．明記した規
定はないが、運
用上認めてい
る。
３．明記した規
定がなく、運用
上も認めていな
い。
４．明記した規
定がなく、過去
に使用した事例
も判断したこと
もない。

１．位置づけら
れた規定があ
る。
２．位置づけら
れていない。
３．その他（不明
等）

0 1 5 2 1 0 1 2

0 1 1 3 1 1 3 16

0 0 12 13 3 17 1 0

18 16 13

1 201 金沢市 4 4 3 3 3 2 1

金沢市地域防災計画

自主防災組織との連絡､防災関係機関との連絡調整

1 202 七尾市 4 4 1 1 3 3 4 2

1 203 小松市 4 4 3 2 3 3 3 2

1 204 輪島市

1 205 珠洲市 4 4 1 1

珠洲市議会政治倫理条例

第3条 
4 議員は､その地位を利用して嫌がらせをし､強制し､又は圧力をかける行
為をしてはならない｡また､いかなる場合であっても､あらゆるﾊﾗｽﾒﾝﾄその
他人権侵害のおそれのある行為をしてはならない｡

1 1 2 4 2

1 206 加賀市 4 4 3 2 3 3 4 2

1 207 羽咋市 4 4 3 3 3 4 2

1 209 かほく市 4 4 3 3 3 4 2

1 210 白山市 4 4 1 1

白山市議会議員政治倫理条例

第2条 議員は､次に掲げる政治倫理基準を遵守しなければならない｡ 
(7) 他者へのﾊﾗｽﾒﾝﾄ行為､誹謗(ひぼう)中傷その他人権侵害のおそれの
ある行為をしないこと｡

1 3 3 4

なし

2

七尾市議会議員政治倫理条例

(政治倫理基準)

第3条 議員は､法令及び次に掲げる政治倫理基準を厳守しなければなら
ない｡

(1) 市民全体の奉仕者として､品位と名誉を損なう一切の行為を慎み､その
職務に関して不正の疑惑を持たれるおそれのある行為をしないこと｡

(2) 市民全体の奉仕者として､常にその人格と倫理の向上に努め､その地
位を利用していかなる金品も授受しないこと｡

(3) 市(市が設立した公社及び市が資本金その他それに準ずるものを出資
している一般社団法人又は一般財団法人を含む｡)が行う工事などの請負
契約､当該請負契約の下請契約､業務委託契約その他の契約に関し､特定
の業者を紹介するなどの関与をしないこと｡

(4) 市職員の公正な職務を妨げるような言動や強要をしないこと｡

(5) 政治活動に関して会社その他の団体(政党及び政治団体を除く｡)から
寄附を受けないこと｡後援団体についても､同様とする｡

(6) 市民全体の奉仕者として､発言又は情報発信(議会報告会､ﾁﾗｼ､ｳｪﾌﾞｻ
ｲﾄ､ｿｰｼｬﾙ･ﾈｯﾄﾜｰｷﾝｸﾞ･ｻｰﾋﾞｽ等)において､個人又は法人の名誉を棄損
し人格を損なう一切の行為をしないこと｡また､第三者をして同様の行為を
させないこと｡

政治分野の男
女共同参画の
ために実施し
ていることが
あればご記入
ください。

地域防災計画や避難所運営に関する指針（手引き・ガイドラインを含む）における具体的な
役割

左記で、１．を選択した場合
該当部分の規定を記入してください。

男女共同参画
担当部局又は
男女共同参画
センターの具体
的な役割が明
確に位置づけら
れているか。

3 0 2

問12－１１

議会において、
通称又は旧姓
の使用を認め
ていますか。

調査時点

議員の利用す
ることのでき
る保育施設等
が議会に設置
または提供さ
れているか。

議員の利用す
ることのでき
る授乳室等が
議会に設置ま
たは提供され
ているか。

都

道

府

県

コ

ー

ド

市

区

町

村

コ

ー

ド

市

区

町

村

名

市　　　区　　　町　　　村　　　議　　　会　　　の　　　議　　　員　　　の　　　両　　　立　　　支　　　援　　　体　　　制　　　に　　　関　　　す　　　る　　　調　　　査

議会における
ハラスメント防
止に関する取
組（ハラスメント
防止に関する
議員向け研修
を除く。）を行っ
ていますか。

問１２－１０で１．を選択した場合、行っている取組みは、次の
うちどれか。

問１２－１１で、１．を選択した場合
該当部分の条文（本文）を記入してください。

男女共同参画に
関する研修（ハラ
スメント防止に関
するもの以外）を
行っていますか。

ハラスメント防
止に関する議員
向け研修を行っ
ていますか。

当該研修におい
て、令和４年４月
に内閣府が公表
した教材動画
「政治分野にお
けるハラスメント
防止研修教材」
を利用している
又は利用する予
定はあります
か。

問１６で、１．を選択した場合
該当部分の条文（本文）を記入してください。

市町村４－５ (2)



問１２－８ 問１２－９ 問１２－１０ 問１２－１２ 問１２－１３ 問１２－１４ 問１２－１５ 問１２－１６ 問１２－１７ 問１２－１８ 問１３ 問１３－１

１．人員及び
場所の設置ま
たは提供がさ
れている。（臨
時のものも含
む）
２．保育に必
要な場所の設
置または提供
がされてい
る。（臨時のも
のも含む）
３．設置また
は提供する予
定である。
４．なし

１．専用の場
所が設置され
ている。（常
設）
２．授乳等に
必要な場所の
設置または提
供がされてい
る。（臨時のも
のも含む）
３．設置また
は提供する予
定である。
４．なし

１．行ってい
る。
２．行っていな
いが、今後、取
り組む予定で
ある。
３．行っておら
ず、今後、取り
組む予定もな
い。

１
．
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
防
止
に
関
す
る
規
定

(

倫
理
規
定
等

)

が
あ
る

２
．
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
に
関
す
る
議
員
向
け
相

談
窓
口
を
設
置
し
て
い
る

３
．
そ
の
他

その他内容

１．行っている。
２．行っていな
いが、今後、行
う予定である。
３．行っておら
ず、今後、行う
予定もない。

１．研修におい
て利用してい
る。
２．研修におい
て利用していな
い又は現在は研
修を行っていな
いが、今後行う
研修で利用予定
である。
 ３．研修におい
て利用していな
い又は現在は研
修を行っておら
す、今後行う研
修で利用する予
定もない。

１．行っている。
２．行っていない
が、今後、取り組
む予定である。
３．行っておらず、
今後、取り組む予
定もない。

１．明記した規
定があり、認め
ている。
２．明記した規
定はないが、運
用上認めてい
る。
３．明記した規
定がなく、運用
上も認めていな
い。
４．明記した規
定がなく、過去
に使用した事例
も判断したこと
もない。

１．位置づけら
れた規定があ
る。
２．位置づけら
れていない。
３．その他（不明
等）

政治分野の男
女共同参画の
ために実施し
ていることが
あればご記入
ください。

地域防災計画や避難所運営に関する指針（手引き・ガイドラインを含む）における具体的な
役割

左記で、１．を選択した場合
該当部分の規定を記入してください。

男女共同参画
担当部局又は
男女共同参画
センターの具体
的な役割が明
確に位置づけら
れているか。

問12－１１

議会において、
通称又は旧姓
の使用を認め
ていますか。

議員の利用す
ることのでき
る保育施設等
が議会に設置
または提供さ
れているか。

議員の利用す
ることのでき
る授乳室等が
議会に設置ま
たは提供され
ているか。

都

道

府

県

コ

ー

ド

市

区

町

村

コ

ー

ド

市

区

町

村

名

市　　　区　　　町　　　村　　　議　　　会　　　の　　　議　　　員　　　の　　　両　　　立　　　支　　　援　　　体　　　制　　　に　　　関　　　す　　　る　　　調　　　査

議会における
ハラスメント防
止に関する取
組（ハラスメント
防止に関する
議員向け研修
を除く。）を行っ
ていますか。

問１２－１０で１．を選択した場合、行っている取組みは、次の
うちどれか。

問１２－１１で、１．を選択した場合
該当部分の条文（本文）を記入してください。

男女共同参画に
関する研修（ハラ
スメント防止に関
するもの以外）を
行っていますか。

ハラスメント防
止に関する議員
向け研修を行っ
ていますか。

当該研修におい
て、令和４年４月
に内閣府が公表
した教材動画
「政治分野にお
けるハラスメント
防止研修教材」
を利用している
又は利用する予
定はあります
か。

問１６で、１．を選択した場合
該当部分の条文（本文）を記入してください。

1 211 能美市 4 4 3 3 3 4 1

避難所開設･運営ﾏﾆｭｱﾙ

女性視点での避難所運営 阪神淡路大震災、中越地震及び東日本大震災など
大規模かつ長期的な災害では、女性の生活環境の確保・保全が重要な問題とし
て指摘された。 日常の着替え、乳幼児の泣き声、授乳、ﾄｲﾚなど様々な課題が
ある。 このような問題や 
改善には女性視点での運営が不可欠である。 被災者管理班内に女性で構成す
る女性対策ﾁｰﾑを設置し、様々な意県の聴取を行うとともに、以下のような対策
を実施する。 ＜専用更衣室の確保＞ 施設で居室に余裕がある場合は、女性専
用の更衣室を確保する。余裕がない場合でも、着替えができる更衣ブースを設
ける。 ＜乳幼児対策＞ 施設で居室に余裕がある場合は、乳幼児家族のために
個室を準備する。 余裕がない場合でも、授乳室（ｵﾑﾂﾙｰﾑ）を設けることを原則
とする。 ＜女性ﾄｲﾚ区画の指定＞ 施設内では明確に男女が区別されている
が、仮設ﾄｲﾚについては、その利用形態が混合する。施設管理班と協力して、女
性専用ﾄｲﾚ区画を確保し、男女区別することで利便性の向上を図る。 ＜女性相
談窓口の設置＞ 女性対策ﾁｰﾑによる相談窓口を設置し、女性の生活環境向上
対策を実施する。

1 212 野々市市 4 4 3 2 2 3 2 2

1 324 川北町 4 4 3 3 3 4 2

1 361 津幡町 4 4 3 3 3 4 2

1 365 内灘町 4 4 1 3
ﾊﾗｽﾒﾝﾄに特化したものではない
が､倫理規定はある｡ 3 3 4 2

1 384 志賀町 4 2 3 3 3 1

志賀町議会議員旧姓使用取扱要綱

(趣旨)第1条 この要綱は､志賀町議会議員(以下｢議員｣とい
う｡)が婚姻､養子縁組その他の事由(以下｢婚姻等｣という｡)
によって戸籍上の氏を改めた後も､引き続き婚姻等の前の
戸籍上の氏(以下｢旧姓｣という｡)を議員活動に使用すること
に関して必要な事項を定めるものとする｡

(承認)第2条 議員は､議長の承認を受けて､別表に掲げる
事項を除き､旧姓を使用することができる｡

(旧姓使用の申請)第3条 議員は､前条の旧姓の使用の承
認を受けようとするときは､旧姓使用申請書(様式第1号)を
議長に提出しなければならない｡

2

1 386 宝達志水町 4 4 3 3 3 4 2

1 407 中能登町 4 4 2 3 3 4 2

1 461 穴水町 4 4 1 3
遵守徹底の通知

3 3 2 2

1 463 能登町 4 1 3 3 3 4 2
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